
旭川市における就労継続支援Ｂ型事業所指定意向調査要領（令和７年度分） 

 

１ 目 的 

  中核市が，就労継続支援Ｂ型（以下「就労Ｂ型」という。）の事業所を指定する際に

は，都道府県知事の同意を得なければならないこととなっており，都道府県は，都道府

県の障害福祉計画に定めるサービス見込量に既に達している場合又はこれを超えること

になると認める時は，同意をしないことができるとされています。 

  市内における就労Ｂ型については，旭川市障がい福祉計画で定めている見込量と利用

状況を勘案しながら，北海道が定める障害福祉計画のサービス見込量の範囲内で新たな

事業所指定を行います。 

  このため，本市の就労Ｂ型の指定等については，事前に事業者に対して優先対象の考

え方を示した意向調査を行い，提出された調査票等から優先対象となる事業者を選定し

た上で行うこととします。 

  今回の調査は，令和７年度中の定員増又は新規開設の意向について調査し，サービス

の量の把握と優先対象となる事業者の選定を行うものです。優先対象として選定された

事業者が，優先対象となる条件を満たし，就労Ｂ型の指定基準等を満たした上で指定申

請した場合は，申請時点の就労Ｂ型の事業所指定及び定員の状況に関わらず，指定に関

して優先的な取扱いを受けられるものとします。 

 

２ 就労Ｂ型の見込量 

 第６期旭川市障がい福祉計画 第７期旭川市障がい福祉計画素案 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 
 

見込量（人／月）  

 

1,528 

 

 

1,548 

 

 

1,568 

 

 

1,670 

 

 

1,710 

 

 

1,750 

 

 

 

３ 令和７年度の就労Ｂ型事業所指定定員枠（令和６年度からの増員数） 

  定員枠：０人（見込量に対応する定員に達しているため） 

※ 上記定員枠は現時点でのサービスの利用実態から算定したものであり，既存事

業者の休廃止等の状況により，今後変更となる場合もあります。 

    

４ 意向調査の対象 

  令和７年度中に就労Ｂ型事業所指定等（定員増又は新規開設）の意向がある事業者 

 

５ 優先対象の考え方 

  別紙「優先対象の考え方」のとおり 

 

６ 調査票の提出について 

 (1) 提 出 先：旭川市福祉保険部障害福祉課（以下「問合せ先・提出先」参照） 

 (2) 提出方法：電子メール送信，郵送又は持参 

        ※電子メールの場合，届いていない場合がまれに見受けられるため，送信後，

お手数ですが電話にてその旨お知らせください。 



 (3) 提 出 物：就労継続支援Ｂ型事業所指定意向調査（令和７年度分）調査票 

        ※必要事項を記入し，項目により必要な資料を添付してください。 

 (4) 提出期限：①既に障害福祉サービスを運営している事業者で，現時点において令和７年

度中に就労Ｂ型の運営を行おうとする具体的な意向がある場合 

令和７年２月２８日（金） 午後５時 

        ②それ以外の場合 

         運営を開始しようとする日の２か月前まで 

         （例：７月１日の運営開始希望の場合，４月末まで） 

 

７ 調査結果について 

 (1) 調査票を提出した事業者には，優先対象に選定されたか否かを文書で通知します。 

 (2) 調査票の内容に虚偽の記載があった場合は，調査票を無効とします。 

 (3) 調査結果は，令和７年度中の指定に限り有効です。 

 (4) 事業者が就労Ｂ型の事業所指定を受けようとする際は，指定基準等を満たした上で

別途申請する必要があります。 

 (5) 優先対象に選定されなかった事業者は，指定基準等を満たした上で申請しても，申

請時点における旭川市内の就労Ｂ型の事業所指定及び定員の状況によっては，事業所

指定を受けられない又は定員増が認められないことがあります。 

 

 

                （問合せ先・提出先） 

                 旭川市福祉保険部障害福祉課障害事業係 

                 旭川市７条通９丁目４８番地 旭川市総合庁舎２階 

電 話：０１６６－２５－６４７６ 

ＦＡＸ：０１６６－２９－６４０４ 

電子メール：syougaifukusi@city.asahikawa.lg.jp 

 


